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　　　　　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）つついたかし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　筒井多圭志　印
注　氏名を自筆で記入したときは、押印を省略できる。法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載することとし、代表者が自筆で記入したときは、押印を省略できる。

電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、１２年１０月２０日付け郵通議第３１３３号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

　注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
　　　再意見の場合は、誰の意見に対する意見なのかを明記すること。
　　　別紙にはページ番号を記入すること。
意　見
接続約款　案に関し、別紙のとおり意見を提出します。
今回の接続約款の改正は、指定電気通信設備の範囲を、電気通信事業法施行細則第二十三条の四、(指定電気通信設備との接続に関する接続約款認可の基準)の3、並びに、サービスの貿易の自由化条約第四議定書に抵触している虞がある。

また、もし、今回の接続約款の改正が、指定電気通信設備の範囲について、電気通信事業法施行細則第二十三条の四 (指定電気通信設備との接続に関する接続約款認可の基準)の3に抵触していないとすれば、電気通信事業法施行細則第二十三条の四 (指定電気通信設備との接続に関する接続約款認可の基準)の3は、サービスの貿易の自由化条約第四議定書に抵触している虞がある。

まず、不可欠な設備の範囲についてひとつ、明確にしておきたい。指定電気通信設備と、公衆電気通信の伝送網又は伝送サービスに係る設備における、「不可欠な設備」というふたつの用語の間にどのような関係があるのか、あるいは無いのか?　まず、この点について明確な説明が頂きたい。電気通信事業法、並びに、電気通信事業法施行細則の指定電気通信設備の範囲には、指定電気通信事業者の加入者一般にいたる管路とうどう設備は、指定電気通信設備に含まれているのかいないのか?

電気通信事業法施行細則第二十三条の二において、指定電気通信設備の基準等について定められているが、その規定の中には、指定電気通信事業者の通信用建物から最も近い工事可能な当社の指定するマンホールを示唆する条項はどこにも無い。

また、不可欠な設備とは、サービスの貿易に関する一般協定第四議定書では、次のように規定されている。

「不可欠な設備」とは、次の(a)及び(b)の要件を満たす公衆電気通信の伝送網又は伝送サービスに係る設備をいう

(a) 単一又は限られた数のサービスの提供者によって専ら又は主として提供されていること

(b) サービスの提供において代替されることが経済的又は技術的に実行可能でないこと

と定義している。

また、サービスの貿易に関する一般協定第四議定書では、

「主要なサービスの提供者」とは、次のいずれかの結果として、基本電気通信サービスに関連する市場において(価格及び供給に関する)参加の条件に著しく影響を及ぼす能力を有するサービス提供者を言う

(a) 不可欠な設備の管理

(b) 当該市場における自己の地位の利用

と定義している。

ところが、指定電気通信事業者の接続約款、並びに今回の改正接続約款では、不可欠設備の範囲を指定電気通信事業者の通信建物から工事可能な最も近いマンホールまでと規定しています。また、今回の改正接続約款の改定案では、浩然と、不可欠設備の範囲をあたかも、指定電気通信事業者の通信建物から工事可能な当社の指定する最も近いマンホールまでと指定している。

新旧指定電気通信事業者接続約款の対照に係る表

新「接続申込者は、当社が指定する事務取扱所に別表３ （様式）様式第１ の相互接続点事前照会申込書を提出することにより、当社の通信用建物又はその通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマンホール等までの間の管路若しくはとう道に関する情報の提供を請求することができます。」

新「(1)当社の通信用建物又はその通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマンホール等までの間の管路若しくはとう道において接続に必要な接続申込者の伝送装置又はケーブルその他の装置等（技術的、経済的等による代替性の観点に基づき当社の通信用建物等に設置することが必要であると合理的に判断される電気通信設備をいいます。以下「接続に必要な装置等」といいます。）を設置することが可能な場所の位置及びその量」

旧　「３ 当社は、第１ 項に規定する申込みがあったときは、その通信用建物、その通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマンホール等までの間の管路又はとう道並びにその通信用建物の敷地内にある電柱（以下「通信用建物等」といいます｡ ）について、接続に必要不可欠な接続申込者の伝送装置又はケーブルその他の装置等（技術的、経済的等による代替性の観点に基づき当社の通信用建物等に設置することが必要であると合理的に判断される電気通信設備をいいます。以下「接続に必要な装置等」といいます。）の設置の可否を検討します。この場合において、接続申込者は、設置しようとする装置等が接続に必要な装置等であることを証する書面を第１ 項に規定する相互接続点調査申込書に添付することを要します。」

新　「３ 当社は、第１ 項に規定する申込みがあったときは、その通信用建物、その通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマンホール等までの間の管路又はとう道並びにその通信用建物の敷地内にある電柱（以下「通信用建物等」といいます｡ ）について、接続に必要な装置等の設置の可否を検討します。この場合において、接続申込者は、設置しようとする装置等が接続に必要な装置等であることを記述した書面を第１ 項に規定する相互接続点調査申込書に添付することを要します。」

新　「(8)その協定事業者が、第10 条の２ （事前照会）の規定により、相互接続点を設置しようとする当社の通信用建物又はその通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマンホール等までの間の管路若しくはとう道に関する情報の提供を受けたとき。」

新　「相互接続点を設置しようとする通信用建物又はその通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマン
ホール等までの間の管路若しくはとう道に関する情報の提供する場合に要する費用」

(新、旧については今回の接続約款の改正に係る範囲の対照です)

今回の接続約款の改正は、指定電気通信設備の範囲を、電気通信事業法施行細則第二十三条の四、(指定電気通信設備との接続に関する接続約款認可の基準)の3、並びに、サービスの貿易の自由化条約第四議定書に抵触している。

電気通信事業法施行細則第二十三条の四、(指定電気通信設備との接続に関する接続約款認可の基準)の3によれば、指定電気通信事業者の不可欠設備の範囲を次のように定めている。

3 法第三十八条の二第三項第一号ニの郵政省令で定める事項は、次のとおりとする

一　接続協定の締結及び解除の手続き

ニ　他事業者が接続に必要な装置を指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者の建物、管路及びとうどうに設置する場合において負担するべき賞味固定資産価額(当該建物、管路及びとうどうの取得原価から減価償却相当額を控除した額)を基準として接続料の原価の算定方法に準じて、計算される金額及び条件

三　他事業者が接続に必要な装置を指定電気通信設備を設置する第一種通信事業者の電柱等に設置する場合において負担するべき金額及び条件

ところが、今回の接続約款は、管路とうどうについてのみ、指定電気通信事業者の最も近い工事可能なマンホールまでを、「接続に必要な装置」を設置する場合に必要な設備として、指定電気通信事業者の接続約款ベースの、賃借料の範囲と限定し、指定電気通信事業者の約款によらずに、約款外提供として、再取得価格をベースに提供している。現実にはコスト的には、約款ベースの提供価格の10倍以上に上っている。また、ボトルネック設備は、再取得は現実には可能ではなく、現在街中を掘り返すことは事実上できない。そのような環境において、「不可欠な設備の管理」を通じて「当該市場を管理している」指定電気通信事業者の地位を永続させるために、常になし崩し的にだが、今回の接続約款の改定においては、公然と「通信用建物から工事可能な最も近い当社の指定するマンホール等までの間の管路若しくはとう道において接続に必要な接続申込者の伝送装置又はケーブルその他の装置」として、加入者と、都市交通機能を人質にして、指定電気通信事業者の通信指示用の独占を幇助しようとする貴審議会の決定は如何なものか。

この件については、公正取引委員会のご判断を頂いてからにしては如何なものでしょうか。
また、今回の接続約款の改定にかかる手続きは拙速のそしりを受けることは否めないと思います。大量の改定内容について、充分に精査するお時間を頂いていません。今回の接続約款の改定においても、充分に精査できていないのですが、書式が従来に比べて格段に大量の書類が用意されていること、このような短期間で一週間程度しか、考慮する時間を与えないことは問題でもあります。

また、指定電気通信事業者の高速ディジタルサービスの受付システムにおいても、新たに、電子申し込みシステムが導入されようとしています。そのシステムにおいては、FAXによって行っている指定電気通信事業者とDSLサービス事業者間の通信役務を特定の特別に開発したインターフェースと通信ソフトウエアを利用して行わせることを目的としています。FAXで通信している内容が電子メールを使用して通信できないことの充分な理由はどこにも無いと思います。また、セキュリティーについてご心配なことがあるとしたら、S/MIME形式のグローバルスタンダード方式の暗号化電子メールをご使用いただければ充分かと思われますが、煩雑なプロプライエタリーのプロトコールを用いた受け付けシステムの導入により、零細なDSL事業者が振り落とされることが懸念されます。

また、反競争的目的にLayerII機能を使用している虞のある地域IP網については、パブリックコメント手続きは取られていません。フレッツIにおいては、指定電気通信事業者に設備を置いていない二種通信事業者には、従量の電話代がかかるシステムになっており、そのような取引条件の一方的な改定は、公正取引委員会のご判断を頂くべき内容であると考えます。

また、最近報道されている内容では、あたらに紛争仲裁機関を郵政省が設けるそうですが、電気通信事業者や外国政府が求めているのは、そのような紛争仲裁機関ではなく、独立の通信監督機関の設置であり、羊頭狗肉であると考えられます。

これらの件についても、公正取引委員会のご判断を頂いてからにしては如何なものでしょうか?　また、その当の公正取引委員会についても、この12月末までしか、中立的な立場にいることはできず、一月以降、総務庁の下で公正取引委員会と、通信の政策を司る機関が単一の省庁の下に置かれるのは問題でもあります。これは、原子力安全委員会と、原子力委員会が単独の省庁の下に置かれていたためにとんでもない結末をもたらしたものと同じで、電気通信政策の不毛により、既に荒廃してしまった日本の産業優位と、日本経済そのものを更に一層損壊してしまいかねない結末をもたらすものではないかと憂慮されます。
以上の件につきまして、公正取引委員会の御聡明なご判断がいただければと存じます。
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